
評価する場合、NO と NO2 の割合を無視できない

可能性がある。 
 図－4.3 は、NO と NO2 の割合を変化させてマ

イクロリアクタによる触媒単体試験を行った結果

である。なお、反応の速度変化による脱硝率の違

いを明確にするため、SV 値を 25000 h-1、温度を

230℃とし、還元剤供給装置の流量変動等で生じ

る脱硝率への影響を避けるため、モル比を 100 %
より若干高く設定した（110%）。図－4.3 より、

NO が 100 %の場合の脱硝反応よりも NO2 が混合

されている場合の脱硝反応の方が速くなり、NO
と NO2 濃度の比が 1:1 のときに最大の脱硝率が得

られていることがわかる。これは、NO だけでス

キーム B の触媒単体試験を行った場合の脱硝率よ

りも、実排ガスで NO2 が混合されている方が有利

になり、高い脱硝率が得られる可能性があること

を示している。実排ガスの NO 濃度に対する NO2

濃度の比は数%程度であり、前節で実施した模擬

ガスに NO だけを含めた試験結果はわずかに低い

脱硝性能を示していると言える。 
(4) SO2 が脱硝性能に及ぼす影響 
 排ガス中に含まれる SO2 は、触媒の性能低下を

もたらす成分であることが知られている。ただし、

別途実施した試験より、SO2 は触媒の劣化に大き

く影響するものの、短期間の試験において脱硝性

能に与える影響は小さく、SV 値が実機条件と同

程度であれば劣化の度合いも小さいものと考えら

れる。すなわち、前節のスキーム B 試験では模擬

ガスに SO2 を含めていないが、その影響は小さい

ものと考えられる。しかし、触媒の長期に渡る性

能維持は認証時の重要な要件であり、脱硝率や

NOx 排出量の計測だけでなく、触媒劣化や再生方

法についての適切な評価が必要不可欠である。 
 
 

5. まとめ 

 
 本報では、NTC 2008 に基づき、SCR 装置が設

置された中速舶用ディーゼルエンジンの NOx 排

出量を計測した結果、さらに、NOx 3 次規制が施

行された後に実施されるスキーム A（一体計測）

とスキーム B（分離計測）を想定して、計測方法

の違いによる計測精度について調べた試験結果に

ついて述べた。これらの結果は、当該調査研究で

実施した成果の一部であり、この他にも実船に用

いる SCR システムの触媒寸法とマイクロリアク

タの試験に用いる触媒寸法の相違が脱硝性能に及

ぼす影響（スケールエフェクト）や就航後に実施

される定期的検査の内容等についての考察を行っ

ている。これらの成果は、今後実施される SCR

が装備されたエンジンの認証において有効な知見

になるものと考えている。 
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1. e-Navigation 戦略 

 
船舶の航行安全については、航行安全小委員会

（ Sub-committee on Safety of Navigation: 
NAV小委員会）が主体となり審議を行っている。

NAV 小委員会における近年のトピックスとして

「 e-Navigation」があげられる。本稿では、

e-Navigation の審議状況、当所の貢献および当所

で実施された研究との関係について紹介する。 
2006 年日本、イギリスをはじめとする 7 カ国

が、IMO 海上安全委員会に、技術革新として陸

上で爆発的に普及している情報通信技術を海上、

船舶にも導入した船陸間通信による航行支援、船

上機器であるレーダ、船舶自動識別装置（AIS）、
電子海図表示情報システム（ECDIS）等の電子機

器の更なる利用の高度化、従来から存在する古く

使用頻度が低い搭載義務機器のフェードアウト

等 を 実 現 す る 中 長 期 的 な 計 画 と し て

「e-Navigation 戦略」策定の共同提案を行い、

IMO 及び関連国際機関で検討を開始した。 
この e-Navigation は、以下の様に定義されて

いる。 
e-Navigation is the harmonized collection, 

integration, exchange, presentation and 
analysis of marine information on board and 
ashore by electronic means to enhance berth 

to berth navigation and related services for 
safety and security at sea and protection of 
the marine environment. 

「e-Navigation とは、海上における安全と保安

及び海洋環境保護のため、全ての状況における航

行とそれに関連する業務を向上させる電子的手

段を用いた、船上及び陸上での海事情報の調和し

た(1)収集、(2)統合、(3)交換、(4)表示及び(5)分析

（サービスまたは機能）である。」 
e-Navigation 戦略を作成するにあたり、当初は

電子航海機器の高度化によるハードウェアのシ

ステム化を想定していたが、技術中心で考えるの

ではなく、ユーザーニーズに立脚すべきであると

して、以下の項目がハイレベルニーズとして挙げ

られた。 
・海事情報／データの共通構造の策定 
・標準化された自動報告機能の実現 
・効果的で堅固な通信手段の構築 
・人間中心デザインに基づいた表示 
・良好なヒューマン・マシン・インターフェー

ス 
・複数のデータとシステムの統合・高機能化 
・導入上の問題点の最小化 
e-Navigation 戦略は、2 年の歳月をかけ 2008

年に完成した 1)が、具体的な機器の開発や新たな

規則の制定の計画ではなく、概念、コンセプトと

＊ 運航・物流系 
原稿受付 平成 25 年 1 月 15 日 
審 査 日 平成 25 年 2 月 15 日 
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いう形としてのみまとめられた。 
IMO で合意された e-Navigation 戦略の構成は

以下の通りである。 
1. 定義及び適用範囲 
2. e-Navigation の必要性 
3. e-Navigation の正当性 
4. e-Navigation のビジョン 
5. e-Navigation の中核目標 
6. e-Navigation の便益 
7. e-Navigation の導入及び運用のための基本

要件 
8. e-Navigation の潜在的ユーザーとハイレベ

ルニーズ 
9. 重要な戦略要素及び導入 

2. e-Navigation 戦略実施計画の策定 

 
e-Navigation 戦略は完成したものの、具体性が

なかったため、更なる検討として e-Navigation
戦略実施計画を策定するため、図－1 に従う以下

の ス テ ッ プ 2) で 2012 年 を 期 限 と し て 、

e-Navigation の具体化を検討することとなった。 
1. ユーザーニーズの特定 
2. システムの基本構成（アーキテクチャ） 
3. ギャップの特定と解決策の抽出 
4. 費用対効果の検討（図－1 では、基本構成の

中に含まれているが、ギャップの特定の後

に検討） 
5. 戦略実施計画の策定 

図－1 e-Navigation 戦略実施計画策定のステップ 
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いう形としてのみまとめられた。 
IMO で合意された e-Navigation 戦略の構成は

以下の通りである。 
1. 定義及び適用範囲 
2. e-Navigation の必要性 
3. e-Navigation の正当性 
4. e-Navigation のビジョン 
5. e-Navigation の中核目標 
6. e-Navigation の便益 
7. e-Navigation の導入及び運用のための基本

要件 
8. e-Navigation の潜在的ユーザーとハイレベ

ルニーズ 
9. 重要な戦略要素及び導入 

2. e-Navigation 戦略実施計画の策定 

 
e-Navigation 戦略は完成したものの、具体性が

なかったため、更なる検討として e-Navigation
戦略実施計画を策定するため、図－1 に従う以下

の ス テ ッ プ 2) で 2012 年 を 期 限 と し て 、

e-Navigation の具体化を検討することとなった。 
1. ユーザーニーズの特定 
2. システムの基本構成（アーキテクチャ） 
3. ギャップの特定と解決策の抽出 
4. 費用対効果の検討（図－1 では、基本構成の

中に含まれているが、ギャップの特定の後

に検討） 
5. 戦略実施計画の策定 

図－1 e-Navigation 戦略実施計画策定のステップ 

 

 

e-Navigation 戦略、及び、e-Navigation 戦略

実施計画の策定についても、他の主要議題同様に

NAV 小委員会に通信グループ（Correspondence 
Group: CG）を設置し、検討を進めている。

e-Navigation 戦略策定時はイギリスがコーディ

ネータを務め、戦略実施計画の策定ではノルウェ

ーがコーディネータを担当している。 
 

 
図－2 コーディネータ（ノルウェー）と著者 

 
2.1 ユーザーニーズ 

ユーザーニーズは、ドイツによる世界的なアン

ケート調査 3 )、国際船長協会連盟（IFSMA）に

よる調査 4 )、並びに各国からの提案を基にしてと

りまとめられた。このとりまとめでは、ユーザー

を(1)船上、(2)陸上、(3)捜索救助に分類し、以下

のニーズが挙げられた 5 )。 
(1)船上ユーザーのニーズ 
●ヒューマン・マシン・インターフェース問題 

・人間工学に基づいた改善（利便性の向上） 
・標準化されたインターフェース（情報収集・

機器操作の標準化） 
・情報の調和の要求 
・通信機器を通して受信した情報のユーザー

選択による表示（情報過多への対応） 
・海事安全情報の適切表示 
・警戒通報管理 
・情報の信頼性の表示 

●運用上の問題 
・信頼性の改善 
・航行通報の標準化と報告の自動化 
・目標物検出の改善 
・より有効なガードゾーンによる通知 
・運航管理負荷の低減と電子文書利用の増加 
・海図や文書の自動更新 
・有効なかつ強固な通信の確立 

(2)陸上ユーザーのニーズ 
・情報の収集支援 

・情報の管理支援 
・船舶への情報供給手段の確立 
・情報の品質保証の確保 
・陸上間の情報交換支援 
・有効なかつ強固な通信の確立 

(3)捜索救助ユーザーのニーズ 
・e-Navigation ドメイン内に含まれる関連情

報へのアクセス 
・有効な通信と情報の共有の確立 
・遭難通信のための優先権の設定 
・捜索救助に関連した全ての船上通信機器へ

の詳細アクセスの確立 
とりまとめられたユーザーニーズは、それぞれ、

正当性、e-Navigation 戦略との関係、考慮すべき

問題点等の記述があるが、詳細は割愛する。 
この e-Navigation 戦略実施計画の策定に対応

して当所で実施した研究を紹介する。 
人間工学に基づいた改善においては、航海支援

機器の使い勝手（ユーザビリティ）を評価する手

法の必要性を述べ、その手法を提案している。具

体的内容については、次章で紹介する。 
有効なかつ強固な通信の新しい利用例として、

当所は AIS 等による船船間通信を用いて、航行

意志の疎通を行うことにより、船舶同士の不確か

な情報に基づく操船判断を解消し、お互いが協調

して避航動作を行うための支援を行う研究 5)も

行っている。船船間通信の類似研究として、デン

マークは船船間で計画航路を交換し合い、計画航

路が交差し、衝突のおそれがある場合には、予定

を変更して衝突回避を支援するシステムを提案

している。また、ウクライナは、ECDIS と AIS
とディジタル選択呼出（DSC）を組み合わせて、

ECDIS 上の AIS シンボルを選択することにより、

DSC で直接通信を行うシステム 7 )を提案してい

る。 
 
2.2 基本構成（アーキテクチャ） 

e-Navigation 戦略実施計画の策定では、ユーザ

ーニーズの検討に続き、e-Navigation で想定され

る各種サービスを実現するために必要なインフ

ラ等の基本構成（アーキテクチャ）の検討を行っ

ている。今回の e-Navigation 戦略の実現におい

ては、定義にもあるように海事情報の調和した

(1)収集、(2)統合、(3)交換、(4)表示及び(5)分析の

実現が必要であり、情報交換が重要な要素の一つ

となっている。具体的な通信対象は、船舶局と陸

上局となり、この 2 つの通信対象間を双方向で通

信する必要があるので、陸陸間（Shore to Shore）、
陸船間（Shore to Ship）、船陸間（Ship to Shore）、
船船間（Ship to Ship）の 4 つのモードの通信（4S 
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図－3 アーキテクチャ案 

通信）が必要である。この通信網の構成要素と構

造、通信内容と対応する通信フォーマットを規定

するのがアーキテクチャである。 
アーキテクチャについても、CG や NAV 小委

員会で検討しているが、大部分は国際航路標識協

会（IALA）が主体となり策定した。2011 年時点

でのアーキテクチャ 8 )を図－3 に示す。 
IALA は、e-Navigation に関して e-NAV 委員

会を設置するなどして IMO 以上に精力的に活動

を行っている。アーキテクチャについては e-NAV
委員会に専門のワーキング・グループを設けて検

討が行われた。IALA では、陸上からの情報支援

が主目的であるため、船上の機器の具体性は少な

く、陸上局同士のデータの供給や受け渡しのフレ

ームワークが中心となっている。図の船陸間を結

ぶ“Operational services”について、船舶からの

情報収集および陸上からの情報支援の内容とそ

の手法について、詳細検討が行われている。 
 

2.3 ギャップ解析と解決策 

次のステップは、ギャップの特定と解決策の抽

出であり、ギャップ解析と呼んでいる。ギャップ

とは、ユーザーニーズで要望されている項目に対

する現状および問題点である。 

例えば、船船間の航行意志疎通を密にして衝突

回避を実現するニーズがある。これは、VHF 通

信の呼び出しの煩雑さのため、十分な通信ができ

ていない現状が原因と考えられる。このため、現

在よりも容易に航行意志疎通ができる機器や方

法の不足がギャップとして挙げられる。 
また航海支援機器は、性能基準や試験基準によ

りその能力は保証されているが、具体的な使用方

法は各機器で統一されていないことがあるため、

更に使い勝手のよい機器が望まれるというもの

もギャップである。 
ギャップ解析では、まず、ユーザーニーズとの

整合性をとりながら、ギャップのリストアップ、

次に、そのギャップを解決するための方策として、

運用面（Operational）、技術面（Technical）、規

則面（Regulatory）、訓練面（Training）の切り

口で解決策の検討が行われた。ギャップ解析結果
9 )の一例を図－4 に示す（ギャップ解析結果は延

べ約 30 ページに及ぶ）。図－4 に示すギャップ例

は、通信機器を通して送受信するデータフォーマ

ットの調和の欠如、船舶通報のための標準化され

たデータフォーマットの欠如、等であった。また、

ギャップの解決策として、以下が挙げられた。 
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Annex 2: GAP  ANALYSIS AND  PRACTICAL E-NAVIGATION SOLUTIONS WITH HUMAN ELEMENT CONSIDERING HEAP 
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・信頼性の確保、自己診断機能 
・データフォーマットの標準化 
・インターフェースの標準化 
・性能基準の改正 
・条約の改正 
・表示の標準化 
・情報の自動転送 
・訓練コースの開発 
2012 年の第 58 回 NAV 小委員会において、ギ

ャップ解析結果を基に、解決策の整理が行われ、

次の 9 分野 38 件が抽出された。 
1. 航海設備及び船橋配置のユーザーフレンド

リー化（例：船橋及びワークステーション

の人間工学的観点からの改善と調和、航海

機器の標準化とシンボルの統一使用の拡張

等 9 件） 
2. 船舶通報の標準化及び自動化（例：船舶通

報 の た め の 船 舶 情 報 収 集 の 自 動 化 、

IMO/FAL 様式と SN.1/Circ.289 に基づく報

告様式の標準化等 4 件） 
3. 船橋機器・航海情報の信頼性及びレジリエ

ンスの向上（例：関連機器の自己診断機能

の標準化、ソフトウェアを含む船橋機器に

関する品質、健全性試験等の統一等 4 件） 
4. 画像情報の統合（例：海図、レーダ等の情

報の統合及び表示の統一、航海及び通信機

器に関する規則の調和等 11 件） 
5. 船内での情報管理の改善（例：情報の信頼

性向上、電子海図及び航海用刊行物等の自

動更新及び適宜更新等 4 件） 
6. 捜索救助情報へのアクセスの改善（例：捜

索救助関係者間のデータ共有とネットワー

クの自動化、捜索救助情報の自動選択 2 件） 
7. 陸上ユーザーと共有する情報の信頼性向上

（例：航海システムの品質と健全性に関す

る陸上監視と通信の有効性の確保） 
8. 陸上システムの改善（例：システムの調和、

陸上機器の標準化と通信信号の統一化 2 件） 
9. 船舶交通サービス（VTS）から提供される

情報の改善 
 
2.4 今後の作業 

以上が 2012 年に開催された第 58 回 NAV 小委

員会までの審議状況である。当初 2012 年を期限

として戦略実施計画を作成することとなってい

たが、作業に遅れが生じ、2014 年に延長するこ

とが決定した。今後の作業は計画に従い、費用対

効果の検討を行い、戦略実施計画を作成すること

となる。ただし、現時点で戦略の実施計画の具体

的イメージ・構成はできていない状況である。 

3. e-Navigation の研究 

 
前章は、国際的な e-Navigation の審議状況の

紹介であったが、本章では、海技研が関わって実

施された研究を紹介する。 
 

3.1 航海支援機器のユーザビリティ評価手法に関

する調査研究 

e-Navigation 戦略のハイレベルニーズとして

「人間中心デザインに基づいた表示」、「良好な

ヒューマン・マシン・インターフェース」が挙げ

られているが、このヒューマン・マシン・インタ

ーフェースを効果的に評価する手法は確立して

いない。例えば、ユーザーの声として、船を乗り

換えたときにメーカーの違いによる航海支援機

器の操作法や表示が異なる場合があるため、統一

して欲しいということがしばしば挙げられる。

e-Navigation の検討における解決策としては、ユ

ーザーフレンドリー化が求められており、航海支

援機器の使い勝手（ユーザビリティ）の向上が求

められているが、ユーザビリティの評価方法すら

確立されていないのが現状である。 
携帯電話やスマートフォンの様にモデルチェ

ンジが頻繁なものは、その度にユーザビリティを

含めた改良点をアピールポイントとして販売を

行っている。一方、航海支援機器は、開発費、開

発時間、販売数の制約から、頻繁にモデルチェン

ジができない状況である。また、性能基準、試験

基準を満たすことが優先されるため、結果として

ユーザビリティが犠牲になるケースがある。しか

し、e-Navigation への期待には、ユーザビリティ

がキーワードになる程の期待、ニーズがあるため、

当所をはじめとする国内関係者で航海支援機器

への適用の取り組みを行った。 
具体的には、当所の操船リスクシミュレータを

用いて、航海支援機器（レーダ）の使い勝手の評

価実験を行うとともに、その知見を利用して、

「航海支援機器のユーザビリティ評価手法」を開

発し、e-Navigation 戦略の実施計画にガイドライ

ン（以下、ユーザビリティガイドライン）として

承認するよう求めている 11)～18)。 
ユーザビリティの評価は、ISO 9241-11“視覚

表示装置（VDTs）を用いたオフィス作業に対す

る人間工学的要求－第 11 部：ユーザビリティの

指針”を参照した。これによるとユーザビリティ

は、以下の通り定義されている。 
・有効さ（effectiveness）：使用者が、指定され

た目標を達成する上での正確さ及び完全さ。 
・効率（efficiency）：使用者が、目標を達成す

る際に正確さ及び完全さに関連して費やした
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・信頼性の確保、自己診断機能 
・データフォーマットの標準化 
・インターフェースの標準化 
・性能基準の改正 
・条約の改正 
・表示の標準化 
・情報の自動転送 
・訓練コースの開発 
2012 年の第 58 回 NAV 小委員会において、ギ

ャップ解析結果を基に、解決策の整理が行われ、

次の 9 分野 38 件が抽出された。 
1. 航海設備及び船橋配置のユーザーフレンド

リー化（例：船橋及びワークステーション

の人間工学的観点からの改善と調和、航海

機器の標準化とシンボルの統一使用の拡張

等 9 件） 
2. 船舶通報の標準化及び自動化（例：船舶通

報 の た め の 船 舶 情 報 収 集 の 自 動 化 、

IMO/FAL 様式と SN.1/Circ.289 に基づく報

告様式の標準化等 4 件） 
3. 船橋機器・航海情報の信頼性及びレジリエ

ンスの向上（例：関連機器の自己診断機能

の標準化、ソフトウェアを含む船橋機器に

関する品質、健全性試験等の統一等 4 件） 
4. 画像情報の統合（例：海図、レーダ等の情

報の統合及び表示の統一、航海及び通信機

器に関する規則の調和等 11 件） 
5. 船内での情報管理の改善（例：情報の信頼

性向上、電子海図及び航海用刊行物等の自

動更新及び適宜更新等 4 件） 
6. 捜索救助情報へのアクセスの改善（例：捜

索救助関係者間のデータ共有とネットワー

クの自動化、捜索救助情報の自動選択 2 件） 
7. 陸上ユーザーと共有する情報の信頼性向上

（例：航海システムの品質と健全性に関す

る陸上監視と通信の有効性の確保） 
8. 陸上システムの改善（例：システムの調和、

陸上機器の標準化と通信信号の統一化 2 件） 
9. 船舶交通サービス（VTS）から提供される

情報の改善 
 
2.4 今後の作業 

以上が 2012 年に開催された第 58 回 NAV 小委

員会までの審議状況である。当初 2012 年を期限

として戦略実施計画を作成することとなってい

たが、作業に遅れが生じ、2014 年に延長するこ

とが決定した。今後の作業は計画に従い、費用対

効果の検討を行い、戦略実施計画を作成すること

となる。ただし、現時点で戦略の実施計画の具体

的イメージ・構成はできていない状況である。 

3. e-Navigation の研究 

 
前章は、国際的な e-Navigation の審議状況の

紹介であったが、本章では、海技研が関わって実

施された研究を紹介する。 
 

3.1 航海支援機器のユーザビリティ評価手法に関

する調査研究 

e-Navigation 戦略のハイレベルニーズとして

「人間中心デザインに基づいた表示」、「良好な

ヒューマン・マシン・インターフェース」が挙げ

られているが、このヒューマン・マシン・インタ

ーフェースを効果的に評価する手法は確立して

いない。例えば、ユーザーの声として、船を乗り

換えたときにメーカーの違いによる航海支援機

器の操作法や表示が異なる場合があるため、統一

して欲しいということがしばしば挙げられる。

e-Navigation の検討における解決策としては、ユ

ーザーフレンドリー化が求められており、航海支

援機器の使い勝手（ユーザビリティ）の向上が求

められているが、ユーザビリティの評価方法すら

確立されていないのが現状である。 
携帯電話やスマートフォンの様にモデルチェ

ンジが頻繁なものは、その度にユーザビリティを

含めた改良点をアピールポイントとして販売を

行っている。一方、航海支援機器は、開発費、開

発時間、販売数の制約から、頻繁にモデルチェン

ジができない状況である。また、性能基準、試験

基準を満たすことが優先されるため、結果として

ユーザビリティが犠牲になるケースがある。しか

し、e-Navigation への期待には、ユーザビリティ

がキーワードになる程の期待、ニーズがあるため、

当所をはじめとする国内関係者で航海支援機器

への適用の取り組みを行った。 
具体的には、当所の操船リスクシミュレータを

用いて、航海支援機器（レーダ）の使い勝手の評

価実験を行うとともに、その知見を利用して、

「航海支援機器のユーザビリティ評価手法」を開

発し、e-Navigation 戦略の実施計画にガイドライ

ン（以下、ユーザビリティガイドライン）として

承認するよう求めている 11)～18)。 
ユーザビリティの評価は、ISO 9241-11“視覚

表示装置（VDTs）を用いたオフィス作業に対す

る人間工学的要求－第 11 部：ユーザビリティの

指針”を参照した。これによるとユーザビリティ

は、以下の通り定義されている。 
・有効さ（effectiveness）：使用者が、指定され

た目標を達成する上での正確さ及び完全さ。 
・効率（efficiency）：使用者が、目標を達成す

る際に正確さ及び完全さに関連して費やした

 

 

資源。 
・満足度（satisfaction）：不快さのないこと、

及び製品使用に対しての肯定的な態度。 
これを航海支援機器のユーザビリティ評価に

当てはめると以下の通りとなる。 
・ 有効さ：航海士が航海支援機器を利用する際、

その機器の機能の利用が間違いなくできたか

（例えば、レーダで他船を捕捉し、捕捉情報

を読み取り、衝突のおそれの有無を判断する） 
・効率：航海士が航海支援機器を利用する際、

その機器の機能を操作した際の時間（例えば、

レーダで他船を捕捉してから、衝突のおそれ

の有無の判断までに要した時間） 
・満足度：定量評価ではなく定性評価として、

航海士の主観評価とする 
以上の項目を評価するための手順書を作成し、

ユーザビリティガイドラインを開発した。構成は

以下の通りである。 
1. 背景 
 e-Navigation によりユーザビリティの重要

性の増大等の背景説明 
2. 目的 
 海上人命安全条約第 V 章で規定される航海

支援機器のユーザビリティ確保を確認する 
3. 用語の定義 
 有効さ、効率、満足度等の定義 
4. 適用範囲 
 GUI 機器で、製品とほぼ同様の機器を対象 
5. 評価の基本用件 
 計画→準備→実施→分析、の流れで行う 
6. 評価目的と時期設定 
 利用品質を定量的に把握することを目的と

した総括的テストとする 
7. 被験者の選定 
 5～10 人の航海士とし、船上経験（海上履

歴・ブランク、船種、総トン数）を考慮する 
8. テストタスクの設定 
 有効さ、効率、満足度を計測できるようにし、

テスト時間は、最大 120 分以下に納めること 
9. ゴールベース手順によるテストタスクの設

定 
 条約による機器の目的（例えば、レーダなら

衝突回避）をゴールとし、その機器の機能要件

に基づいたタスクとする 
10. テスト準備 
 進行シートを作成し、時間配分の確認を行う。

可能な限り使用環境に近い環境で行う（実船が

ベストだが現実的にはシミュレータの活用） 
11. 進行と記録 
 進行役（モデレータ）が進行を行い、観察役

により、操作に費やした時間等を記録する 
12. 評価と分析 
 有効さ、効率、満足度の判定 
13. クライテリア 
 有効さ、効率、満足度のしきい値の設定 
14. 報告書作成 
 テスト結果のひな形例を提示 
IMO の会議において、日本が提案したユーザ

ビリティガイドラインの必要性を多数の代表団

が支持し、2014 年の e-Navigation 戦略実施計画

の策定と合わせて、ユーザビリティガイドライン

策定を進めている。 
 
3.2 目視認識支援装置による情報の重畳表示に関

する研究 

ユーザビリティの他に、情報の表示に関しても、

「情報が調和した理解し易い表示」が挙げられて

いることに着目し、航海関連情報を目視情報に統

合する事を目的とした「目視認識支援装置」の開

発と評価 19)～21)を行った。 
目視認識支援装置のコンセプトは、図－5 に示

すとおり、重畳表示用の透過型ヘッドアップディ

スプレイ（HUD）に、レーダエコー、AIS シン

ボル及び情報、ARPA シンボル及び各種文字情報

等を表示し、景観に重畳して提示することである。

また実際の重畳表示例を図－6 に示す。 
本成果の国際的な入力は、IMO ではなく、IALA

に対して行った。IALA の e-NAV 委員会では、前

述のアーキテクチャの他に複数のワーキング・グ

ループを設置しており、Portrayal と呼ばれる表

示に関する専門のワーキング・グループに情報提

供を行い、将来の e-Navigation での情報提示の

例として、多数の賛同を得た。なお Portrayal ワ
ーキング・グループの副議長に当所運航・物流系

福戸淳司運航解析技術研究グループ長が就任し、

目視認識支援装置の有効性の情報提供のみなら

ず、将来の情報表示の標準化についても国際的貢

献を果たした。 

距離： 1.5NM
方位： 20度
TCPA： 2分
DCPA: 0.2NM

重畳表示用ディスプレイ(HUD)

コンパスレピータ

ARPA/AIS情報

レーダ－エコー

ARPAシンボル
距離： 1.5NM
方位： 20度
TCPA： 2分
DCPA: 0.2NM

重畳表示用ディスプレイ(HUD)

コンパスレピータ

ARPA/AIS情報

レーダ－エコー

ARPAシンボル

 
図－5 目視認識支援装置のコンセプト 
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図－6 目視認識支援装置の重畳表示例 

 
 

4. おわりに 

 
e-Navigation 戦略の実現のため、その審議は

2006 年に始まり、6 年の歳月を費やし、戦略実

施計画の策定に更に後 2 年を必要としている。審

議状況は、航行全般に関する包括的かつ一般的な

議論に終始しているのが実情であり、具体的な姿

が見えてこない状況である。しかしながら、ユー

ザーニーズに基づいたギャップ解析結果により、

解決策の概要がわかってきた。今後、解決策を実

現するための具体的サービスを選定し、それを実

現するアーキテクチャを固め、費用対効果が有効

であると判断されれば、実現に向け動いていくこ

ととなる。当所の研究についても、国際動向を見

据えつつ、タイムリーに成果を反映させていくこ

とを念頭に置き、研究を進めていく所存である。 
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